
（制限時間 6 分） 

問題 45 建物の所有者Ａは当該建物をＢに賃貸している。そして、A が当該建物

の所有権をＣに譲渡すると、当該建物の賃貸人たる地位は、その譲受人であ

るＣに移転するのが原則である。しかし、当該建物の賃貸人たる地位を A

に留めておきたい場合、Ａ及びＣにいかなる要件が必要か。「Ａ及びＣが、」

に続けて、40 字程度で記述しなさい。なお、当該建物の賃貸借契約につい

ては対抗要件を備えているものとする。 

 

（下書用） 

  A 及び C が、 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



解答例：賃貸人たる地位をＡに留保する旨及び当該建物をＣ

がＡに賃貸する旨の合意をしたとき。（40 字） 

 

出題テーマ：不動産の賃貸人たる地位の移転 

重要度 ☆☆☆ 難易度 ★★ 

 

【配点例】 

・賃貸人たる地位をＡに留保する旨の合意 ⇒8 点 

・当該建物をＣがＡに賃貸する旨の合意  ⇒12 点 

 

＜解説＞ 

賃貸借契約が結ばれており、民法 605 条、借地借家法 10 条又は 31 条その他の

法令の規定による賃貸借契約の対抗要件を備えた場合において、その不動産が譲渡

されたときは、その不動産の賃貸人たる地位は、その譲受人に移転するのが原則で

す（民法 605 条の 2 第 1 項）。 

もっとも、不動産の譲渡人及び譲受人が、賃貸人たる地位を譲渡人に留保する旨

「及び」その不動産を譲受人が譲渡人に賃貸する旨の合意をしたときは、賃貸人た

る地位は、譲受人に移転しないとされています（同法 605 条の 2 第 2 項 1 文）。こ

の点を表現できれば、本問は正解できます。 

 

なお、当該建物の譲渡によって、本問のＡは当該建物の所有権者ではなくなるた

め、賃貸人たる地位を譲渡人（Ａ）に留保する合意のみでは足りません。譲受人

（Ｃ）との当該不動産を賃貸する旨の合意も必要となり、これが本問のポイントで

す。そして、賃貸人たる地位を譲渡人Ａに留保する場合、賃借人Ｂは「転借人」の

立場となります。 

 


